年  月  日申請　　　年  月  日改訂　　改訂番号：

申請団体名

事業計画　概要表（1頁以内）
	プログラム名
	（初動対応期、緊急対応期）

	事業名
	●事業名は何（一定の地域なのか、一定の人々なのか）を対象に、どのような目的の事業を行うのかがわかるようにする。よって「～に対する緊急人道支援」という事例は望ましくない。
●ただし、事業開始後に支援対象を変更する可能性があれば、対象を狭め過ぎないようにする。

	開始日
	年　月　日
	終了日
	年　月　日
	日数
	日間

	団体名
	
	担当者名
	


	事業目的
	●事業名が事業目的を体現していることを踏まえ、さらに噛み砕いた内容を記載する。

●事業の必要性をここで触れておくと良い。

	事業概要
	●事業地について触れること。
●事業内容（各コンポーネントの概要）とそれらの関係（いかに事業目的が達成されるか）を記載する。

	事業内容（骨子のみ記入）
●各コンポーネント概要（LF中の、各コンポーネントに対応する「目指す成果」および「成果のための活動」を含める）を記載。
	裨益者（誰が、何人）
●必要に応じ直接裨益者と間接裨益者を分ける。（家族、世帯など）

	1.


	

	2.


	

	3.


	


	JPF助成申請額　　　　　　　　
	円
	％
	区分：政府支援金　　　　円、民間資金　　　　円

	直接事業費
	円
	（　％）
	
	日本国内

（都市名）
	事業対象国名

	間接事業費
	円
	（　％）
	
	
	

	その他資金
	円
	％
	国際スタッフ
	人役
	人役

	事業費総額
	円
	
	現地スタッフ
	
	人役


理論的枠組み（ログ・フレーム）（原則1頁以内）
	事業目的（事業全体として目指す成果）
	

	現状（事業開始前）
（事業計画の事業内容や事業の背景で触れられていないことは書かない。逆にここで、現状として記載した内容は事業計画の中でも必ず触れる。）
	目指す成果（事業終了時）
（各コンポーネントに含まれる「目指す成果」の記載内容に対応）
	目標値（成果を測る指標）と確認方法

（「目指す成果」の達成具合を客観的に図るための“ものさし”となる指標を記載）
	成果のための活動
（各コンポーネントに含まれる「成果のための活動」の記載内容に対応）
	· 前提条件

· リスク（事業計画書「13.想定されるリスクへの対処法」と連動）、外部要因

	
	1.


	
	1-1

1-2
	

	
	2.

	
	2-1

2-2
	· 

	
	3.


	
	3-1

3-2
	· 


事業進捗状況管理表
（それぞれの活動に対し、計画時のものを上に、実績及び修正したものを下に表す。）
	成果のための活動
	月(週)次1
	月(週)次2
	月(週)次3
	月(週)次4
	月(週)次5
	月(週)次6

	１．コンポーネント１

	1-1 

	
	
	
	
	
	

	1-2 

	
	
（中止）
	
	
	
	

	1-3 

	
	
	
	
	
	

	1-4 

	
	
	
	
	
	

	２．コンポーネント２

	2-1 

	
	
	
	
	
	

	2-2 

	
	
	
	
	
	

	2-3 

	
	
	
	
	
	

	2-4 

	
	
	
	
	
	

	３．コンポーネント３

	3-1 

	
	
	
	
	
	

	3-2 

	
	
	
	
	
	

	3-3 

	
	
	
	
	
	

	3-4 

	
	
	
	
	
	


事業計画書（原則5頁以内）
1. プログラム名

（初動対応期、緊急対応期）
2. 事業名


3. 団体名


4. 事業期間　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日　（　　　日間）
5. 予算　　　　　　円（うちＪＰＦ助成額　　　　　円、自己資金　　　　円）

（希望する助成区分：政府支援金、民間資金）
6. 国内担当者名
　
7. 事業目的（事業全体として目指す成果）
●概要表の事業目的と同じで良い。あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ
8. 事業概要（事業地名、各コンポーネントの繋がりも明記のこと）
●概要表の事業概要と同じで良い。
9. 事業内容
（1） コンポーネント1（事業に合わせて見出しを書き変え。「目指す成果1」および「成果のための活動」に対応）
（2） コンポーネント2（事業に合わせて見出しを書き変え。「目指す成果2」および「成果のための活動」に対応）
（3） コンポーネント3（事業に合わせて見出しを書き変え。「目指す成果3」および「成果のための活動」に対応）
＊コンポーネントの記述に関しての注意事項
●ハード事業の場合は数と事業対象が適切なプロセスを経て選ばれていること（恣意的に選ばれたものではないこと）を示すことが重要である。

●ハード事業（特に公共施設の修復）の場合は、現地政府や現地クラスターで認められた規格を使用することを示すか、もしくは使用予定の規格が国際スタンダードであることを示す。基本的には各NGOに任されるが、該当団体独自の判断でないことを示す必要がある。

●教育研修、ワークショップ等のソフト事業においては、開催頻度、プログラムの内容を示すこと。

●当該団体が撤退する際の事業引き渡しに関しては、現地当局を巻き込んで何らかの文章（MOU、引き渡し書など）を残すことが望ましいが、当局以外の管理責任者・団体が対象となる場合は、引き渡しの際の合意に関して詳述する。その際、対象者と役割を明記する。

●予算書に計上されている経費の使途にも触れる。

●紙面との関係から必要に応じて詳細は添付別紙とする。

10．事業の背景

（1） 対象地における被災者の状況（対象国の中でも、とりわけ本事業を実施しようとする地域において、事業分野に関連する被災者の状況を簡潔に記載）
●第2期、第3期においては、数字などが他のNGOとあまりにも違うことを避けるため、事前にWGなどで情報のすり合わせを行うなどの対応が望まれる。
●JPFのプラグラムが立ち上がっている時点で、支援の必要性は明白なので簡潔に記載する。但し、初めて見る人でも分かるような配慮が必要である。
（2） 課題・ニーズの分析
●なぜその地域を選んだか、なぜ本事業の内容となったかを説明する。

●現地住民のニーズを汲み取るのはもちろんのことであるが、特に公共施設に関連する事業の場合は、現地政府との調整が必要となる。
●現地での調整の結果を踏まえて、選定基準と具体的選定対象を示す。

11．他のアクターとの連携・調整
（1） 支援分野別クラスターの政策・計画における本事業の位置づけ
●クラスター会議における位置づけや、国連機関などとの調整結果を記載する。

●クラスターなどにアクセスし、不確定な中での情報をできるだけ確定しようとする努力が必要である。

（2） 受入国政府当局との連携・調整
●事業地の中央政府および現地政府との調整結果を記載する。

●事業許可取得が必要な場合は、当局の開発方針に合致していることを説明する必要がある。

（3） その他のアクターとの連携・調整
●国や状況によって必要があれば、現地大使館、JICA事務所、現地商工会などと連携していることにも触れる。

12. スフィア・スタンダードへの適合性（本事業に該当しないと思われる項目がある場合には、空欄のまま提出）
●スフィア・スタンダードを参照の上、原則として各数行程度で記載する。

（1） 支援セクターで定められた最低基準をどのように順守するか
（2） 裨益者が意見を述べる権利、弱者・少数者への配慮等、裨益者の権利保護（プロテクション）に関する配慮
（3） その他

13. 事業管理体制
（1） 人員配置（その妥当性が分かるように説明）
●国際スタッフの役割と現地の上級スタッフの役割と必要性について触れ、他の現地スタッフの役割については「人役・従事業務詳細」の通りとすることでも良い。
●治安上の問題も含め、事務所をどこに設置するかも記載する。
●直接の事業地に設置しない場合はその理由も記載する。

（2） 資金管理（現地における口座開設、日本からの送金方法等）
●団体名で銀行口座を開設している場合は、詳細な記載は必要ないが、当該団体が口座を開けない場合は、その対応について詳述する。また、他団体の口座を借りて事業を行う場合は、お金の出入りを国際スタッフが管理していることを示す必要がある。
●「当団体の会計規則に則って」との記載は多いが、その会計規則の内容が適切なのか判断できない為、他団体の口座を借りて事業を行うのでなければそのような記載は必要ない。
14. 想定されるリスクへの対処法（ログ・フレームに記入した、本事業固有のリスクについて説明し、それぞれについて対処法を記載。途上国事業に共通の一般的なリスクを除く。）
●前提条件との関係で、後から問題になってくる事柄に対し、○○というリスクはあるが、現在は発生していない。もし発生したら、××という対処をするというように具体的な対処法を記載する。

　　
15. 安全管理体制
●「安全5原則」には安易に触れない。（「5原則」は、原則として、「退避勧告地域」においてのみ適用される。

16. 連結性または持続発展性（事業への被災者の参画を含む）
●短期の災害支援活動の場合は、中長期の活動への連結性をどのように確保するかや、中長期に想定される課題をどのように念頭に置いて活動するかを記載

●中長期の復興支援、人道支援においては、事業終了後に事業効果/便益がどのように継続するかについての持続発展性や、そのための仕組み作り、事業終了に際しての出口戦略について記載。
　
17. その他の関連情報
（1） 申請団体による同国内での関連事業（自己資金や他の助成金により、同国内で過去または現在実施されている事業がある場合、本事業が申請団体の国別プログラムの中でどのように位置づけられるのかを記載）
（2） その他
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